
事業概要シート

≪

【事業の目的・概要・対象】

【背景】

238,759 千円

236,212 ≫千円
国庫支出金 59,689 千円
県支出金 29,844 千円
地方債 千円
その他 64,465 千円
一般財源 84,761 千円

担当課 長寿介護課 課長 前川　靖彦

担当者 家冨　聡子 問合せ先 0957-53-8141（内線203）

平成27年の介護保険法改正により、平成29年3月末までに各市町村は今まで全国一律の介護予防給付の通
所・訪問介護サービスを地域支援事業に移行した。今までの介護予防給付で実施してきたサービス以外に
市町村独自で緩やかな基準の通所サービスの創出、ボランティア、住民主体のサービスの創出ができるよ
うになった。

【目的】
要支援1・2及び総合事業対象者に対し、より介護予防に重点を置いた多様な通所・訪問予防サービスを実
施することで、要介護者の出現抑制を図る。
【概要】
Ｈ27の介護保険法改正により、予防給付に属した通所・訪問介護サービスが地域支援事業の介護予防・日
常生活支援総合事業に移行することとなった。また、新たな総合事業において緩やかな基準により事業所
のサービスも新たに生まれ、多様な通所サービスを創出し、サービス提供している。
【対象】
要支援1・2及び総合事業対象者

施策 0602
高齢者の生きがいづくりと介
護予防の推進

≪≫の金額 補正予算要求時…当初・繰越予算の合計額
　　　　　 新年度予算要求時…当初・繰越・補正予算の合計額

事業名 総合事業　指定事業所サービス事業 現状維持 予算額

事業期間 平成27年度 ～ 財
源
内
訳

根拠法令
要綱等

介護保険法

改正前の介護予防ｻｰﾋﾞｽ給付



事業概要シート

【活動指標】

①

②

【成果指標】

①

②

【予算・決算】（千円）

指標名 単位
H28

(実績)
H29

(実績)
H30

(目標)
H31

(目標)
H32

(目標)

指定事業所数（みなし、独自、A型） 目標値 箇所 64 69 69 69 69

目標値

指標名 単位
H28

(実績)
H29

(実績)
H30

(目標)
H31

(目標)
H32

(目標)

サービス件数（訪問、通所） 目標値 件 8,534 9,828 10,597 11,562 11,562

目標値

事業費は当初・繰越・補正予算の合計額

年度 H28 H29 H30 H31 H32 H33 合計
事業費 179,527 206,919 236,212 238,759 238,759 238,759 1,338,935

国庫支出金 45,408 51,584 59,052 59,689 59,689 59,689 335,111
県支出金 22,704 25,861 29,526 29,844 29,844 29,844 167,623
地方債 0
その他 50,267 57,958 63,778 64,465 64,465 64,465 365,398

一般財源 61,148 71,516 83,856 84,761 84,761 84,761 470,803
人件費 145 155 364 364 364 364 1,755

職員(人) 0.02人 0.02人 0.05人 0.05人 0.05人 0.05人 0.24人
時間外勤務(h) 5h 0h 0h 0h 0h 5h

効率性
(コスト)

高齢者の増加に伴う認定者数の増加は避けられないものの、要支援段階での介護予防・地域
支援事業を充実させ、要介護者出現を抑制するためにも必要な取組である。

1次評価 担当者記載のとおり

2次評価 1次評価のとおり

嘱託員(人) 0.00人
フルコスト 179,672 207,074 236,576 239,123 239,123 239,123 1,340,690

評価調整
委員会評価

妥当性
(市の関与)

介護保険の保険者である市が制度設計、サービス費を賄う責任がある。

有効性
(施策貢献度)

要支援1・2及び総合事業対象者に対し、介護予防に重点を置いた多様な通所・訪問予防サー
ビスを実施するため、介護予防の施策として有効である。


